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巻頭言 夏休みのない学生たち

岸　康彦（きし やすひこ）
日本農業経営大学校・校長

　東京・港区にある日本農業経営大学校の教室に
８月の暑い中、学生の姿は見られない。夏休み中
だから当然と思われるかも知れないが、そうでは
ない。彼らにはそもそも夏休みがないのである。
７月から１年生は４カ月間、全国各地の農業経営
体で実習中だし、２年生は３カ月間、こちらは農
外企業での実習に汗を流している。
　昨年春に開校した本校は、農業経営者を目指す青
年を２年間、全寮制で教育する。１学年の定員は20名
に抑え、全国から研究者、農業経営者、企業人など多
彩な講師を招いてハイレベルの教育を行っている。詳
しくはホームページ http://jaiam.afj.or.jp/ をご覧い
ただくとして、本校が座学に劣らず力を入れているの
は現場での長期実習である。
　実習先は学生自身が選び、受け入れの交渉など
も原則として自分で行う。何しろ期間が長いだけ
に、決定までには受け入れ条件などをめぐってさ
まざまなやり取りが必要になる。４カ月とか３カ
月とかはどうしても無理というので、半分ずつ２
カ所で実習というケースも出てくる。実習開始に
至るまでの過程自体が農業経営者教育の大事な一
部であると私たちは位置付けている。
　特に企業での長期実習は、おそらく他に例を見
ない試みではなかろうか。学生たちが選んだのは
スーパーマーケット、食品メーカー、広告代理店
などさまざま、また地域的にも北海道から九州ま
で多様である。
　本校は入学要件のひとつとして一定期間以上の
農業実習を義務づけている。しかし企業経験とな
ると、アルバイトはともかく、正規の社員として
籍を置いたことのある学生は半数に満たない。生

まれて初めて企業社会に足を踏み入れた学生の中
には、ちょっとしたカルチャーショックを味わっ
ている者もいる。しかし、これからの農業経営者
は否応なく企業と接する機会が増える。就農前か
ら企業の発想や行動様式を学んでおくことは、例
えば６次産業化や農商工連携を進める上でも、大
きな自信となるに相違ない。
　企業実習から帰るとすぐ、彼らは卒業研究とし
て就農後の経営計画づくりに取りかかる。本校で
の教育のいわば仕上げであり、11月下旬の中間発
表会を経て、来年２月には最終発表会を迎える。
その成果を携えて、彼らはめいめいの就農地へと
巣立って行くことになる。
　私たちは卒業研究を真に役立つものとするため
に、中間発表会では関係者以外に農業経営学の専
門家に同席をお願いしてはどうだろうかと、かね
がね検討してきた。経営計画についてはもちろん
通常の授業でも学ぶし、ゼミでも専任講師が指導
するが、それに加えて経験豊かな研究者から修正
すべき点などを具体的に指摘していただき、最終
発表会までにブラッシュアップすれば、より確実
な成長を期待できる人材が育成できるのではない
か。
　そんなことを漠然と考えながら、先ごろ中央農
業総合研究センターにご相談したところ、たいへ
ん心強いご提案をいただいた。今後ともこのよう
な形で日本農業経営学会や関係研究機関とのご縁
が深まることを期待している。
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農業経営者の高齢化と後継者の確保状況
－販売金額1,500万円以上の家族経営を中心として－

成果紹介

　大規模家族経営の農業経営者の年齢をみると、団塊の世代の経営者が多くを占めており、この世代の約４
割の経営では、同居農業後継者が確保されていない状況にあります。そのため、経営の継承が懸念される同
居農業後継者がいない大規模家族経営の経営耕地面積は2010年の3万haから、2020年には17万haに増加する
と推計され、早急な対策が求められます。

中央農業総合研究センター・農業経営研究領域・主任研究員
岩手県生まれ　筑波大学大学院博士課程修了　博士（農学）
専門分野は農業労働論、地域農業論
著書に「就農ルート多様化の展開論理」

澤田　守（さわだ　まもる）

図２　60歳以上の農業経営者の世代交代の状況
（2005年から2010年）

図３　同居農業後継者不在の経営耕地面積の推計
（経営者年齢65歳以上、累積値）

図１　年齢別の農業経営者と同居農業後継者数（2000～2010年、全国）
資料：「25中セ第13052301号」にもとづいて利用許可を得た農林業センサス組替集計より作成。

注：2010年時点の同居農業後継者確保率をもとに、１年に
　　１歳ずつ加齢した数値。
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家族経営の規模拡大が進む
　農家数が減少する一方で、家族経営の規模拡大
が進んでいます。農産物販売金額 1,500 万円以上
の農業経営体は、2010 年センサスでは 83,130 経
営体で、国内の農業経営体数全体の５％（2010 年）
を占めるに過ぎません。しかし、全農産物販売金
額に占める割合をみると、これらの経営体が占め
る割合は 56％（中位数による推定値：2010 年）
に達しています。国内の農産物販売金額に占める
大きさからみると、販売金額が大きい家族経営の
動向が重要になっています。
　しかし、これらの家族経営における農業経営者
の状況、及び農業後継者への世代交代の状況に関
する分析はこれまでほとんどありません。そこで

農産物販売金額が 1,500 万円以上の家族経営（以
下、大規模家族経営とする）に焦点を当て、農林
業センサスの組替集計によるパネルデータ分析か
ら、農業経営者の年齢の特徴、及び世代交代の状
況について分析しました。

大規模家族経営における農業経営者の状況
　農産物販売金額 1,500 万円以上の家族経営を対
象として、2000 年、2005 年、2010 年の年齢別の
農業経営者数、及び同居農業後継者数をみたもの
が図１です。年齢別の農業経営者数をみると、大
規模家族経営の経営者は 1947 年～ 1950 年生まれ
の団塊の世代が多くを占めていることがわかりま
す（図１）。この世代の農業経営者は全体の約

20％（1.5 万経営体）を占めており、2000 年以降、
経営者年齢は着実に上昇しています。2010年には、
この世代の経営者年齢が 59 ～ 62 歳になり、今後
数年で農業者年金の受給開始となる 65 歳に達す
ることから、世代交代時期を迎える経営が急増す
ることが見込まれます。その一方で、大規模家族
経営の同居農業後継者数をみると、2000 年の 4.9
万人から 2010 年には 3.4 万人にまで減少していま
す。同居農業後継者確保率は、2000年の56％から、
2010 年には 47％にまで減少しており、後継者の
確保が進んでいない状況にあります。

大規模家族経営の世代交代の状況
　大規模家族経営の農業経営者の世代交代の状況
をみるために、2005 年時点で農業経営者年齢 60
歳以上の家族経営（1.8 万経営体）を抽出し、
2005 年から 2010 年にかけての世代交代の状況を
みたものが図２です。
　60 歳以上の家族経営において、2005 年から
2010 年にかけての世代交代の状況をみると、2010
年において世代交代し、農産物販売金額 1,500 万
円以上となった経営体は 23％（4,116 経営）に過
ぎません。39％（7,029 経営）の家族経営は世代
交代せずに経営を継続しており（「継続経営」）、残
りの 38％（6,865 経営）は、販売金額 1,500 万円
未満の規模へと減少しています（「縮小経営」）。
　各類型について、2005 年時点での同居農業後継
者確保率をみると、世代交代が行われた経営は
87％と高く、ほとんどの経営で同居農業後継者が
確保されています。一方、継続経営、縮小経営に
おいては、確保率がそれぞれ 65％、58％と低い傾
向にあります。つまり、大規模家族経営において
世代交代が行われるためには、同居農業後継者を

確保している必要があります。
　今後の問題は、団塊世代の経営者の世代交代の
動向です。この世代では、2010 年において同居農
業後継者不在の経営が約 4 割を占めています。特
に懸念される点は、大規模家族経営は、１経営あ
たりの経営面積が大きく（平均 12.3ha：2010 年時
点）、継承の動向が地域農業に大きな影響を及ぼす
点です。そのため、世代交代が円滑に進まない場
合には、国内の農業生産に甚大な影響を与えるこ
とが予想されます。

同居農業後継者不在の経営耕地面積の動向
　大規模家族経営における農業経営者の年齢をも
とに、今後、経営継承の動向が懸念される同居農
業後継者不在の経営耕地面積（全国）を推計した
ものが図３です。
　ここでは、経営者年齢が 65 歳以上で、同居農
業後継者がいない経営の耕地面積について推計し
ています。2010 年時点では、同居農業後継者不在
の経営耕地面積は 3.1 万 ha となっています。しか
し、2010 年時点の同居農業後継者確保率が今後も
続くと仮定すると、2020 年には 17 万 ha にまで増
加すると推計されます。
　そのため、今後は、大規模家族経営に対する後
継者の確保対策を含めた経営継承対策が重要にな
ります。また、農地の供給は、零細な規模の農家
だけではなく、大規模層においても増加すると予
測されることから、既存経営において、さらなる
規模拡大に対応可能な技術開発がより重要になっ
ています。
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に達しています。国内の農産物販売金額に占める
大きさからみると、販売金額が大きい家族経営の
動向が重要になっています。
　しかし、これらの家族経営における農業経営者
の状況、及び農業後継者への世代交代の状況に関
する分析はこれまでほとんどありません。そこで

農産物販売金額が 1,500 万円以上の家族経営（以
下、大規模家族経営とする）に焦点を当て、農林
業センサスの組替集計によるパネルデータ分析か
ら、農業経営者の年齢の特徴、及び世代交代の状
況について分析しました。
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が図１です。年齢別の農業経営者数をみると、大
規模家族経営の経営者は 1947 年～ 1950 年生まれ
の団塊の世代が多くを占めていることがわかりま
す（図１）。この世代の農業経営者は全体の約

20％（1.5 万経営体）を占めており、2000 年以降、
経営者年齢は着実に上昇しています。2010年には、
この世代の経営者年齢が 59 ～ 62 歳になり、今後
数年で農業者年金の受給開始となる 65 歳に達す
ることから、世代交代時期を迎える経営が急増す
ることが見込まれます。その一方で、大規模家族
経営の同居農業後継者数をみると、2000 年の 4.9
万人から 2010 年には 3.4 万人にまで減少していま
す。同居農業後継者確保率は、2000年の56％から、
2010 年には 47％にまで減少しており、後継者の
確保が進んでいない状況にあります。

大規模家族経営の世代交代の状況
　大規模家族経営の農業経営者の世代交代の状況
をみるために、2005 年時点で農業経営者年齢 60
歳以上の家族経営（1.8 万経営体）を抽出し、
2005 年から 2010 年にかけての世代交代の状況を
みたものが図２です。
　60 歳以上の家族経営において、2005 年から
2010 年にかけての世代交代の状況をみると、2010
年において世代交代し、農産物販売金額 1,500 万
円以上となった経営体は 23％（4,116 経営）に過
ぎません。39％（7,029 経営）の家族経営は世代
交代せずに経営を継続しており（「継続経営」）、残
りの 38％（6,865 経営）は、販売金額 1,500 万円
未満の規模へと減少しています（「縮小経営」）。
　各類型について、2005 年時点での同居農業後継
者確保率をみると、世代交代が行われた経営は
87％と高く、ほとんどの経営で同居農業後継者が
確保されています。一方、継続経営、縮小経営に
おいては、確保率がそれぞれ 65％、58％と低い傾
向にあります。つまり、大規模家族経営において
世代交代が行われるためには、同居農業後継者を

確保している必要があります。
　今後の問題は、団塊世代の経営者の世代交代の
動向です。この世代では、2010 年において同居農
業後継者不在の経営が約 4 割を占めています。特
に懸念される点は、大規模家族経営は、１経営あ
たりの経営面積が大きく（平均 12.3ha：2010 年時
点）、継承の動向が地域農業に大きな影響を及ぼす
点です。そのため、世代交代が円滑に進まない場
合には、国内の農業生産に甚大な影響を与えるこ
とが予想されます。

同居農業後継者不在の経営耕地面積の動向
　大規模家族経営における農業経営者の年齢をも
とに、今後、経営継承の動向が懸念される同居農
業後継者不在の経営耕地面積（全国）を推計した
ものが図３です。
　ここでは、経営者年齢が 65 歳以上で、同居農
業後継者がいない経営の耕地面積について推計し
ています。2010 年時点では、同居農業後継者不在
の経営耕地面積は 3.1 万 ha となっています。しか
し、2010 年時点の同居農業後継者確保率が今後も
続くと仮定すると、2020 年には 17 万 ha にまで増
加すると推計されます。
　そのため、今後は、大規模家族経営に対する後
継者の確保対策を含めた経営継承対策が重要にな
ります。また、農地の供給は、零細な規模の農家
だけではなく、大規模層においても増加すると予
測されることから、既存経営において、さらなる
規模拡大に対応可能な技術開発がより重要になっ
ています。
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研究の背景
　農業労働力が激減するなかで、水田の有効利用
と家畜飼養の省力化を両立できる技術として水田
放牧が注目され、水田のフル活用を目指した経営
所得安定対策の耕畜連携助成等においても水田放
牧が推進されています。しかし、水田活用や家畜
生産及び経営にとってより効果的な放牧を行うに
は、水田放牧に適した草種の選定や放牧利用にお
ける管理技術の開発が必要です。また、季節によ
り異なる放牧飼料を考慮した放牧飼養指針も必要
です。さらに、水田放牧に伴う感染症、事故発生
のリスクや環境への影響を明らかにし、リスク等
を低減する対応策を示すことが、水田放牧の普及
にあたっては重要と考えられます。
　そこで、農研機構では平成 21 年度から地域農
業確立総合研究「飼料イネ活用型周年放牧モデル
の開発」に取り組み、牧草と飼料イネ等を組み合
わせ、水田での肉用種繁殖雌牛の通年放牧を営農
レベルで実践しつつ、上述の技術開発及び課題解
決に向けた実証研究に取り組んできました。そし
て、得られた成果を広く活用していただくため、「水
田放牧の手引き」を作成しました。

水田放牧の手引きの内容
　本手引書は、(1) 水田放牧に適した牧草や飼料イ
ネの栽培と放牧利用技術、(2) 放牧飼養による繁殖
への影響と放牧肥育の可能性、(3) 放牧に伴うリス
ク管理、(4) 水田放牧が環境に及ぼす影響、(5) 経

営への放牧導入効果に関する研究成果に、既往の
知見を織り交ぜた水田放牧の解説書です。以下に
掲載内容の一部を紹介します。
(1) 水田放牧に適した牧草や飼料イネの栽培及び
放牧利用技術
　水田で十分な飼料を確保し、長期間、安定的に
放牧飼養を行うため、イタリアンライグラス (IR)
と栽培ヒエ等の耐湿性草種を組み合わせた慣行の
放牧体系に加え、イタリアンライグラスとバヒア
グラス (Ba) 等の暖地型永年生牧草を組み合わせた
放牧延長技術を開発しました（図１）。この放牧体
系により、夏季の草量確保と耕起播種作業の省力
化が可能になります。さらに、「たちすずか」等の
茎葉型飼料イネ専用品種を用いた晩秋から初冬の
放牧利用技術を開発しました。これらに稲発酵粗

飼料（稲 WCS) 等を利用した冬季屋外飼養技術を
組み合わせることで、繁殖牛の妊娠維持期７か月
間の放牧継続が通年可能になります。本手引書で
はこれら放牧飼料の栽培及び放牧利用技術、一定
期間の放牧飼養に必要な栽培面積、留意点等を紹
介しています。
(2) 水田放牧による繁殖への影響と放牧肥育の可
能性
　本手引書では、放牧期間の延長をはかるため複
数の草種と飼料イネを用いた技術体系を提示して
いますが、各飼料の栄養価は異なります。これら
飼料の栄養価とその放牧利用による牛の体重、血
液性状の変化をもとに水田放牧時の適切な飼養方
法を提示しています。営農試験地では、上述の飼
料を組み合わせた通年放牧体系のもとで、妊娠牛
の約 7 か月間の放牧継続により、退牧時の体重は
入牧時より 60kg 前後増加し栄養状態は向上しま
した。この結果、実証経営（家族による肉用牛繁
殖肥育一貫経営）では通年放牧導入後、分娩間隔
は約 360 日、子牛の生時体重は 33kg 以上の高い
水準に達するなど繁殖成績は向上しました。
　また、経産牛の放牧肥育による増体と肉質、経
済性等も紹介しています。
(3) 水田放牧のリスク管理
　水田放牧にはリスクも伴います。営農現場での
６年間の延べ９万日・頭の放牧実績をもとにリス
ク評価を行った結果、水田放牧では、放牧初期の
牛の脱柵や栄養低下、入牧･捕獲･移動時の管理者
の怪我、夏季放牧時の熱射病や感染症、冬季放牧
時の栄養低下や中毒症への注意が必要なことがわ
かりました。本手引書では、これらのリスクを回避・
低減する放牧管理のポイント、とくに入牧・捕獲・
移動時の注意点等を紹介するとともに、肝蛭症等
の寄生虫対策、牛白血病ウイルス対策についても
紹介しています。
(4) 水田放牧が環境に及ぼす影響
　水田放牧では、除草剤や殺虫剤を使用しない草
地管理が行われます。このため、水田放牧は、生
物多様性に正の影響を及ぼす一方、アメリカオニ
アザミ等の外来植物の非意図的侵入要因になりま
す。しかし、これらの不食植物は水稲作との輪換
等により抑制することができます。また、放牧地
における斑点米カメムシ類の発生量と発生の原因
となるイネ科植物の出穂を抑える牧草種の選択や
放牧管理方法等について解説しています。

  さらに、水田放牧により、飼料の収穫運搬や給与、
家畜排泄物の処理作業が削減されるため、繁殖牛
の飼養コストは輸入飼料による舎飼飼養と比べて、
牧草放牧で 65％、飼料イネ放牧で 39％削減でき
ること、牧草主体の放牧飼養期間が長いほど子牛
生産に伴う温室効果ガスの発生量を抑制できるこ
と等を紹介しています（図２）。

(5) 水田放牧の導入による営農・地域農業への効果
　牧草や飼料イネを利用した水田放牧により、繁
殖牛の飼養コストは低減します。その結果、実証
経営では、耕種経営と連携した水田通年放牧によ
り、繁殖部門１頭あたり飼養管理が 78 時間から
42 時間に削減され、経営全体の労働時間を節減し
ながら牛舎の増設なしに、飼養頭数を 51 頭から
85 頭に拡大できたこと等を紹介しています。

おわりに
　農地中間管理機構の設立などにより、今後、担
い手経営への農地集積が進展する見通しです。そ
の際、小区画の水田圃場が多く担い手経営が限ら
れる中山間地域等では、放牧を用いた家畜生産の
展開も有効な農地利用方法の一つとして期待され
ます。生産者や普及指導者が、水田を利用した畜
産経営モデルや水田作経営モデル、地域水田農業
ビジョン等を策定する際や省力・低コストの肉用
子牛生産の推進に本手引書が活用されることを期
待しています。

＊水 田 放 牧 の 手 引 き は、以 下 の Web サ イ ト
（http://fmrp.dc.affrc.go.jp/publish/）か ら 利 用 で
きます。

図２ 飼養方法別の飼養コストと温室効果ガス発生量の比較
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牛の脱柵や栄養低下、入牧･捕獲･移動時の管理者
の怪我、夏季放牧時の熱射病や感染症、冬季放牧
時の栄養低下や中毒症への注意が必要なことがわ
かりました。本手引書では、これらのリスクを回避・
低減する放牧管理のポイント、とくに入牧・捕獲・
移動時の注意点等を紹介するとともに、肝蛭症等
の寄生虫対策、牛白血病ウイルス対策についても
紹介しています。
(4) 水田放牧が環境に及ぼす影響
　水田放牧では、除草剤や殺虫剤を使用しない草
地管理が行われます。このため、水田放牧は、生
物多様性に正の影響を及ぼす一方、アメリカオニ
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等により抑制することができます。また、放牧地
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  さらに、水田放牧により、飼料の収穫運搬や給与、
家畜排泄物の処理作業が削減されるため、繁殖牛
の飼養コストは輸入飼料による舎飼飼養と比べて、
牧草放牧で 65％、飼料イネ放牧で 39％削減でき
ること、牧草主体の放牧飼養期間が長いほど子牛
生産に伴う温室効果ガスの発生量を抑制できるこ
と等を紹介しています（図２）。

(5) 水田放牧の導入による営農・地域農業への効果
　牧草や飼料イネを利用した水田放牧により、繁
殖牛の飼養コストは低減します。その結果、実証
経営では、耕種経営と連携した水田通年放牧によ
り、繁殖部門１頭あたり飼養管理が 78 時間から
42 時間に削減され、経営全体の労働時間を節減し
ながら牛舎の増設なしに、飼養頭数を 51 頭から
85 頭に拡大できたこと等を紹介しています。

おわりに
　農地中間管理機構の設立などにより、今後、担
い手経営への農地集積が進展する見通しです。そ
の際、小区画の水田圃場が多く担い手経営が限ら
れる中山間地域等では、放牧を用いた家畜生産の
展開も有効な農地利用方法の一つとして期待され
ます。生産者や普及指導者が、水田を利用した畜
産経営モデルや水田作経営モデル、地域水田農業
ビジョン等を策定する際や省力・低コストの肉用
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＊水 田 放 牧 の 手 引 き は、以 下 の Web サ イ ト
（http://fmrp.dc.affrc.go.jp/publish/）か ら 利 用 で
きます。

図２ 飼養方法別の飼養コストと温室効果ガス発生量の比較
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表 「FOEAS」の設置費用―B 法人の例―地下水位制御システムの設置による収益確保の条件

成果紹介

　地下水位制御システム「FOEAS」を１ha規模で設置する場合の費用は2万2,500円/10a程度になります。
これを前提に、水田作経営が排水性の悪い水田に「FOEAS」を設置して収益を確保するには、収量が大麦
で46kg/10a以上、大豆で30kg/10a以上増加した上で、麦・大豆の二毛作が必要になります。

中央農業総合研究センター・農業経営研究領域・主任研究員
広島県生まれ 北海道大学大学院博士後期課程修了 博士（農学）
専門分野は農業経営学、経営計画、簿記・会計

松本 浩一 （まつもと ひろかず）
 1） 実際の工事は、施工者以外も無償で作業を手伝っ

たが、その労働対価は工事費に含まれていない。
その労働対価も考慮するために、実投下労働分を
5.5 人×6 日×8,000 円 / 日で評価しています。

 2） 資産価値向上分は 10％を計上しました。なお、資
産価値を向上させる基盤工事では、その費用の一
部を資産評価額の増加分として計上が可能であり、
慣例的には 10 ～ 30％で計上される。

 3） 耐用年数は施工部 20 年、コンクリート桝 15 年、
ステンレス桝 12 年、塩化ビニル管等 8 年です。

 4） 実際の施工には 3/4 の補助を受けています。

注：

図 「FOEAS」の設置による水田作経営への影響
注：1） 限界利益は粗収益から生産面積に応じて比例的に発生する変動費を控除した額です。
　　2） 収量の「－」はその水田種類がないこと、「×」生産不能（0kg/10a）を示します。

（単位：円）

設置年月 '10年6月 '11年12月
4）

総設置面積 96.9 a 90.9 a

設置水田枚数 3 枚 2 枚

工事費 2,696,190 2,900,000

労働評価額
１）

264,000 - 

▲ 資産価値向上分
2）

296,019 290,000

設置費用 2,664,171 2,610,000

年償却費
3）

221,236 204,598

10ａ当たり年償却費 22,831 22,508

  4)実際の施工には 3/4の補助を受けています。 
水田種類 水稲 大麦 大豆

≪基本≫ 【排水不良田】13ha

≪分析1　FOEAS田で水稲と大豆のみが生産できる場合にFOEASは設置されるか？≫
【排水不良田】13ha

≪分析2　大麦と大豆の収量が通常田とFOEAS田で同じ場合にFOEASは設置されるか？≫
【排水不良田】13ha

≪分析3　すべての排水不良田でFOEASが設置される場合の大麦と大豆の収量は？≫
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水田における畑作物生産の課題
　今日、水田作経営では、米価下落にともなう農
業所得の減少に対し、米以外の作物を導入した複
合化が求められています。水田で米以外の作物を
安定的に生産するには、降雨時の排水に加え、干
ばつ時や生育ステージに即したかん水が必要にな
ります。これは水田の汎用化という考え方であり、
そのためには、水稲生産で必要な湛水機能と畑作
物生産で必要な排水やかん水機能を水田が持たな
ければなりません。
　現在、これを実現する基盤技術として、地下水
位制御システムが注目を集めており、その代表に

「FOEAS」があります。しかし、「FOEAS」の設
置には多額の投資が必要なため、設置による経営
への影響を十分に検討しておく必要があります。
そこで、滋賀県Ａ市のＢ法人を事例に、「FOEAS」
の設置費用を前提とした設置による収益確保の条
件を経営的な視点から明らかにしました。
　なお、Ｂ法人は、平坦水田地帯の中核的担い手と
して約 50ha の水田を耕作していますが、その約
４分の１は排水性が悪い水田（排水不良田）でした。
近年、Ｂ法人では、排水不良田を中心に積極的に

「FOEAS」を設置しています。

「FOEAS」とは
　「FOEAS」とは、圃場の排水設備である暗渠に
給水装置と水位調整装置を組み合わせた基盤技術

です。主な機能は、暗渠排水、地下灌漑（暗渠管
を利用した地下からの給水）、水位調整（田面下－
30cm ～田面上＋20cm）です。そのため、これを
圃場に設置することにより、暗渠同様に排水性が
向上することで、水田の畑地利用が容易になり、
畑作物の生育や作業性の向上が期待できます。ま
た、地下灌漑や水位調整ができることで、干ばつ
時の潅水や生育ステージに応じた給水、あるいは
水管理の省力化が期待できます。

「FOEAS」の設置費用
　Ｂ法人では、数回の「FOEAS」設置工事を行っ
ています。そのうち１ha規模で実施した工事費は、
270 万円（2010 年６月施工）と 290 万円（2011
年 12 月施工）でした。これを基に、10ａ当たり
年償却を試算すると、2 万 2,831 円 /10a（2010 年
６月施工）と 2 万 2,508 円 /10a（2011 年 12 月施工）
になります（表）。この試算結果から、「FOEAS」
を１ ha 規模で施工する場合、単年度当たりの償却
費は 2 万 2,500 万円 /10a 程度になると言えます。
　ただし、この設置費用は、施工方法、設置面積
の規模、設置水田枚数等に応じても変化する点に
留意する必要があります。

「FOEAS」設置の経営的評価
　「FOEAS」の 設 置 費 用 の 試 算 結 果 か ら、

「FOEAS」の設置には 2 万 2,500 円 /10a の費用

が発生することを前提にして、畑作物（事例では
大 麦 と 大 豆）が 生 産 困 難 な 排 水 不 良 田 に

「FOEAS」を設置する（FOEAS 田）ことで、そ
の生産が可能になる場合に、水田作経営が新たに
設置した FOEAS 田から期待する畑作物の収量を
線形計画法で分析しました。なお、ここでは、畑
作物生産が可能な排水性を持つ通常の水田（通常
田）には「FOEAS」を設置しないものと仮定し

ています。
　FOEAS 田で生産する作物やその収量の条件を
いくつか仮定した分析結果が図２です。この結果
より、第一に、FOEAS 田で水稲と大豆のみしか
生産できない場合には、「FOEAS」を設置してま
でそれらの生産する経営的なメリットはありませ
ん。なぜなら、大豆は大麦との二毛作で生産した
方が経営的に有利になること、また、排水不良田
から FOEAS 田になることで期待できる水稲収量
の増加効果のみでは「FOEAS」の設置費用を回
収できないためです。第二に、FOEAS 田と通常
田で畑作物の収量が同じ水準であった場合にも、

「FOEAS」を設置する経営的なメリットはありま
せん。なぜなら、同じ水準の収量では「FOEAS」
の設置費用を十分に回収できないためです。第三
に、すべての排水不良田に「FOEAS」が設置される
には、大麦で 246kg/10a 以上、大豆で 210kg/10a
以上の収量が期待できる必要があります。
　以上の分析結果から、「FOEAS」を設置して収
益の確保を図るには、通常田よりも高い収量が期
待できる麦と大豆を二毛作で生産することが必要
になると言えます。FOEAS 田における麦と大豆
の収量向上は、栽培試験結果からも技術的に達成
できる水準であることが示されています。実際に
Ｂ法人では、2011 年産大豆の収量が通常田の
180kg/10a に対して FOEAS 田で 240kg/10a と高
い収量を実現しております。
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はじめに
　近年、北海道の酪農において、飼料生産から粗
飼料と濃厚飼料をバランスよく混合するＴＭＲの
調製、給与まで行うＴＭＲセンターが急増してい
ます。これは、複数戸の酪農家で構成され、粗飼
料生産、濃厚飼料調達から、ＴＭＲの調製、配達を
行うものです。ＴＭＲセンターに参加している酪農
家（以下では、「構成農家」とします）は、労力的
なゆとりの確保や飼養頭数規模の拡大、ＴＭＲの給
与による乳量の増大を図ることができます。
　他方、構成農家の中には、従来の給与法からＴ
ＭＲの給与への変更によって、乳牛の繁殖状況が
変化し、分娩間隔が延長して収益を減少させてい
ると思われる事例も見られます。
　本稿では、事例調査からＴＭＲセンター活用に
よる労働時間短縮の実態を明らかにし、ＴＭＲ価格
や乳牛の分娩間隔等に関する経営試算から、ＴＭＲ
センター利用によって構成農家が収益を確保する
ための条件を提示します。

分析の対象としたＴＭＲセンターの概要
　ここでは、北海道上川管内のＴＭＲセンター（Ｇ
センター）を分析の対象とします。当センターでは、
飼料生産作業の大部分についてコントラクタ機能
を持つ運送会社に委託し、構成農家の出役を少な
く抑えています。また、農研機構で開発されたイ
アコーンサイレージを購入濃厚飼料の代替として

活用し、構成農家への供給価格を低く抑えていま
す。構成農家数は設立当初は 10 戸でしたが、
2013年度より８戸に減少しています。構成農家は、
ＴＭＲセンターの活用によって、飼料給与労働時
間を大幅に削減させています。毎日作業であるサ
イロからのサイレージの取り出し、サイレージと
濃厚飼料の混合によるＴＭＲの調製作業は、運送
会社従業員が行うので構成農家の出役は不要とな
るからです。
　労働時間の削減の結果、経産牛頭数を増加させ
ている構成農家や、経産牛頭数は現状維持ですが、
ＴＭＲ給与により個体乳量を増加させている構成
農家が存在します。その一方で、経営不振のため
離脱している構成農家も存在します。

ＴＭＲセンター利用における労働時間短縮
　ＴＭＲセンターの利用前と利用後における労働
時間の変化について、経産牛頭数を 75 頭から 130
頭に増加させた構成農家Ａの事例より見ると、ま
ず、飼料生産作業への出役時間が、経営全体で
839 時間から 271 時間へと大幅に減少しています。
飼養管理労働時間も、大幅な飼養頭数の増加にも
かかわらず、経営全体では約 700 時間減少してお
り、その結果、経産牛 1 頭当たりでも 117 時間か
ら 62 時間へと約半分になっています。作業別に
みますと、飼料給与作業は、経産牛 1 頭当たりの
みならず、経営全体でも、労働時間の減少が顕著

にみられます。また以上より、ＴＭＲセンターを利
用することによって、酪農家の飼料生産および給
与における労働時間が、大幅に減少していること
が確認できます（表１）。

収益性と分娩間隔、ＴＭＲ価格
　収益に大きく影響する｢乳代－飼料費｣は、個体
乳量と分娩間隔、ＴＭＲ価格により異なります。Ｔ
ＭＲセンターが構成農家に販売するＴＭＲは、搾
乳用と乾乳用の２種類ですので、構成農家におけ
る経産牛１頭当たり飼料費は、以下の式で見積も
ることができます。

　経産牛１頭当たり飼料費
　＝搾乳用ＴＭＲの価格×搾乳日数
　＋乾乳用飼料価格×乾乳日数
　ただし、分娩間隔＝搾乳日数＋乾乳日数です。
また、ＴＭＲの価格の単位は「円/頭/日」とします。
試算に当たって、乳価 80 円、乾乳日数 60 日、乾
乳牛用の飼料価格 436 円 / 日 / 頭を前提条件とし
ました。
　試算結果は、図１の通りとなります。構成農家
の個体乳量をＧセンター構成農家の平均乳量
10,448kg に準じて 10,500kg とした場合、ＴＭＲの
価格が 1,100 円 / 日 / 頭では、分娩間隔が 444 日
以上になると、生産費調査の「乳代－飼料費」の
北海道平均を下回ってしまいます。ＴＭＲ価格が
1,000 円 / 日 / 頭で 465 日ですが、1,300 円 / 日 /
頭まで上昇すると 408 日が条件となります。

おわりに
　これまで明らかにしたように、酪農経営におけ
るＴＭＲセンター活用のメリットとして飼料生産
及び飼料給与労働時間の大幅な減少が挙げられま
す。また、ＴＭＲ価格は、輸入濃厚飼料や燃料代の
高騰で今後も値上がりする可能性が高く、その場
合に分娩間隔の短縮が重要です。そのために、ＴＭ
Ｒセンターの労働時間削減効果を活用し、発情発
見等の飼養管理の充実・強化を図ることが重要と
なっています。

表１　構成農家ＡにおけるＴＭＲセンター利用前後の労働時間の変化

図１　飼料価格別に見た構成農家の分娩間隔と
乳代－飼料費

資料：ＴＭＲセンターの資料および聞き取り調査による。
注１：試算に当たって、乳価 80 円、乾乳日数 60 日、乾乳
　　　牛用の飼料価格 436 円 / 日 / 頭とした。
　２：個体乳量は、構成農家の平均値（10,448kg）に近似
　　　している 10,500kg とした。
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1頭当

経産牛
1頭当

頭

8,760 116.8 8,067 62.1
飼料給与 2,555 34.1 767 5.9

搾乳 2,190 29.2 2,920 22.5
牛舎清掃 2,738 36.5 2,738 21.1
繁殖等の飼養管理 548 7.3 548 4.2
その他育成牛等 730 9.7 1,095 8.4

839 11.2 271 2.1

資料：

注：

飼養管理労働時間

時間
／年

飼料生産作業

Ｇセンターの作業日誌及び聞き取り調査（構成農家Ａ）による作成。調査
日は 2013 年 12 月 4日。
利用前の数値は 2006 年度、利用後の数値は 2013 年度のものである。
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現地便り

農業生産現場での情報の活用

　農業への ICT（情報通信技術）利用は、省力化
や高品質生産、担い手の育成等幅広い活用が期待
されているが、愛媛県内では、直売所での POS
の利用や JA の営農指導員が情報共有するための
タブレット活用などの事例があるものの、生産者
自らが生産管理に ICT を活用している事例はほと
んどないのが実状である。
　近年、ICT メーカーからクラウドを活用した、
農業生産管理システムの開発、販売が行われるよ
うになり、ICT の導入のコストが以前に比べ低く
なってきたこと、生産者の関心が高まってきたこ
となどから、愛媛県では 2013 年度に独自に「農
業クラウド活用モデル事業」を創設し、県内への
普及を図っているところである。
　一方、愛媛県農林水産研究所は、2007 年に科学
研究費助成事業において、京都大学に協力し「カ
ンキツ生産地域のイノベーションを創出する選果
ロボットの開発」に取り組み、かんきつにおける
精密農業を目指して、移動型選果ロボットを開発
すると同時に、フィールドサーバおよび衛星画像
等からの情報を表現できる 2 次元および 3 次元
マッピング手法の開発に取り組んだ。2008 年には
農林水産省「新たな農林水産政策を推進する実用
技術開発事業」において、生産工程管理における
記録や確認作業の負担軽減、精度の向上を図るシ
ステムの開発を、中核機関である九州大学ほか、
農研機構、特定非営利活動法人 農業ナビゲーショ
ン研究所、岩手県とともに「GAP 導入促進のため
の経営支援ナビゲーションシステムの開発」に取
り組んできたところである。また、2013 年に新エ
ネルギー・産業技術総合開発機構の「IT 融合によ

る新社会システムの開発・実証プロジェクト」に
より、NEC システムテクノロジー（株）、理化学
研究所、近江度量衡（株）、東京農工大、農研機構、
静岡県、三重県とともに、選果データや土壌環境
データと栽培技術データを蓄積し情報の共有化を
図り、生産者がパソコンや携帯端末を使って情報
を入手することにより、適切な栽培管理を実行し、
地域全体の栽培技術の向上を図ることを目的に取
り組んだ。
　さらに、2014 年度から県内の中小 IT 企業が中
心となり「坂の上のクラウドコンソシアム」を立
上げ、農林水産省補助事業「農業界と経済界の連
携による先端モデル農業確立実証事業」を活用し
て、気象ビッグデータ解析による高精度気象予報

（1km メッシュ、72 時間（3 日）先まで）を利用
した世界初の農業用気象システムを構築し、果樹
を中心とした露地栽培を対象に、農業者のリスク
回避や生産コストの削減等につながるシステムの
開発を進めているところである。
　このように、農業生産現場における ICT の活用
目的は、気象や作物の変動を加味し効率的に栽培
管理を変更することや、管理作業内容の記録や分
析による生産工程管理のレベルアップ、生産物の
量、品質や位置などの情報と管理作業を含めた精
密農業の実現など様々である。それに向けた取り
組みは始まったばかりであり、今後それぞれの生
産現場において、多くの課題が顕在化してくると
考えられるため、関係機関と協力し、生産現場の
課題を解決するための取り組みを継続していきた
い。
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愛媛県生まれ　京都大学大学院博士後期課程終了　博士（農学）
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　2014 年 4 月より中央農業総合研究センター・
農業経営研究領域に配属となりました房安功太
郎と申します。同年 3 月までは、岡山大学大学
院環境学研究科において、主に中国地方の中山
間地を対象に農業・農村の活性化方策について
学んでいました。
　現在私が担当させて頂いている研究課題は、
1）主要国産農産物の将来需要予測と、2）地域
ブロック別の担い手経営モデルの構築です。1）
は農産物の消費面、2）は生産面に関する研究
であり、消費と生産の両面から我が国農業の将
来像を描くことが研究の大きな目的です。
　まず、消費面では、主要農産物である米の需
要量が減少し続ける一方で、乳製品のように需
要量がほとんど減少しない、あるいは増加傾向
にある品目も存在します。さらに、同じ品目で
あっても、業務用の低価格農産物に対する需要
量の増加や、農産物直売所での購入者の増加等、
用途や販売形態ごとに需要の変化は異なりま
す。このような農産物に対する多様な需要の変
化を予測することは、今後の地域農業の展開方
向を考える上で非常に重要であると考えます。
研究では、主に国内における人口減少や高齢化、
家庭の家族構成の変化等と各種農産物の需要量
の変化との関連性を分析し、その結果に基づき
主要国産農産物の将来需要を予測しようとして
います。
　次に、生産面では、農業従事者の高齢化が問
題となっていますが、今後そのような高齢農業
者がリタイアした場合、後継者不在の農家にお

いて大量の耕作放棄地が発生することが予想さ
れます。一方で、各地で数十 ha の面積を耕作
する大規模経営体が現れており、このような担
い手経営へ農地を集積することで、農業生産の
効率化が期待できます。所属する研究チームで
は、今後の供給農地の増加を前提とし、将来地
域農業の中心的担い手となる経営体のモデル

（望ましい組織形態、営農類型、平均経営耕地
面積、技術体系 等）を全国の地域ブロック別
に提案しようとしています。その中で私は、南
九州地域を担当しています。当該地域の主要経
営タイプの一つである水稲‐露地野菜‐甘藷の
複合経営経営体を対象とし、将来経営耕地面積
を拡大した場合、農研機構で開発中の新技術を
導入した場合等、様々なケースを想定したシ
ミュレーションを行い、農家の所得や作付け体
系の変化を計測しています。その結果から、最
適な経営モデルを提案しようとしています。
　このような研究活動の中で、農業者や普及指
導員等、多くの現場の方々とお会いし勉強する
機会を頂いております。このことが、現在の仕
事の大きな魅力であると感じています。現場に
立って考えることを大切にし、同時に全国レベ
ルでの農産物需給等の大局的視点も持ちなが
ら、我が国農業の発展に貢献できるよう努力し
ていきたいと考えております。

中央農業総合研究センター・農業経営研究領域・任期付研究員
兵庫県出身　岡山大学大学院博士後期課程修了
専門分野は農業経済学
主な論文 「中山間地域住民の技能を活用した生活関連サービスの需要分析‐岡山県真庭市T地域を対象として-」
農林業問題研究49巻1号

房安功太郎（ふさやす こうたろう）

研究者紹介
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　今号の巻頭言は、日本農業経営大学校の岸康彦
校長にお願いしました。日本農業経営大学校は、
昨年４月に設立され、農業界と産業界が連携し、
オールジャパンで、今後の農業経営者の育成、さ
らに彼らが地域農業のリーダーとして成長するこ
とを期待して設立されました。青年就農給付金の
開始等もあり、農外からの農業への新規就農者は
増加していますが、その中で独立就農を目指す就
農者は必ずしも多くはありません。
　この農業経営大学校は、それらのうち、年間 20
人と受講者を絞って、各界の講師陣による講義等
を通じた「経営力」を高めつつ、「農業力」「社会
力」および「人間力」のバランスを意識した人材
育成を進めています。巻頭言でも書かれているよ
うに、現場での長期実習を重視しており、先進農
業経営体での実習だけでなく、一般の企業での実
習が特徴です。これらを通じて農業経営のあり方
を幅広い視野から考え、今後の営農計画等に反映

することが期待されています。農業経営者の育成
はわれわれ経営研究の課題でもあり、積極的に支
援していきたいと思います。
　さて、今号の成果のうち「農業経営者の高齢化
と後継者の確保状況」は、販売額 1,500 万円以上
の大規模家族経営でも同居農業後継者の確保率は
50％を下回り、後継者確保を含む経営継承対策の
重要性等を指摘しています。また、「水田放牧の
手引き」は、高齢化と離農増加に伴い水田の有効
利用が重要となっており、その方法として水田放
牧に注目して、水田放牧に関する総合研究の成果
をとりまとめたものです。「地下水位制御システ
ム」に関する成果は、注目されているＦＯＥＡＳ
の設置・導入のための経営的な条件を検討したも
のであり、いずれも活用が期待されます。            

 （仁平恒夫）

編集後記
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　農業の担い手の脆弱化が深刻になる中で、新
規参入者の確保が重要な課題となっています。
農業経営研究には、新規参入問題について実証
的な分析を行い、そこから得られた実践的な知
見を提供することが強く要請されています。
　そこで、本書では、新規参入プロセスについ
て、就農までの取り組みに加えて就農後にどの
ような経営確立の過程をたどるのか、また、い
かなる支援方策が望まれるのかを多角的に検討
しました。
　本書の構成は下表のとおりですが、新規参入
の現状を踏まえて先行研究への積み上げを図る
べく、次の点を重視しました。

　第一は、新規参入者が就農した後、経営を確
立させる過程までを検討する点です。今日、就
農までの障壁を低減、解消させる取り組みがみ
られますが、一方で、新規参入者の多くは就農
後に厳しい経済状況に直面しています。本書で
は、現状では新規参入者が一定の農業所得を得
て経営を確立するまでに長期間を要することを

示し、いかにこの期間を短縮するかという問題
意識で新規参入プロセスを分析しました。
　第二は、参入者側、受け入れ側、参入者と受
け入れ側との関係性という三つの分析視点を設
定した点です。これによって、新規参入者の経
営成長ステージを特定したうえで、新規参入者
に対しては、各ステージで求められる経営管理
の内容やステージ移行を円滑に行う具体的な取
り組み実態を示しています。また、支援者に
は、ステージに応じて変化する橋渡し役農家の
役割やステージ別に求められる支援を提起して
います。
　そして、第三は、新規参入支援について、公
的機関、民間組織、公的機関と民間組織との連
携という、支援主体の性格別に事例分析を行っ
た点です。中でも民間組織による支援や公的機
関と民間組織の連携についての分析では、農家
グループが支援に加わることで、研修段階から
経営確立まで一貫して新規参入者をサポートが
でき、公的機関が主導した従来の支援体制で直
面した制約を緩和していることを明らかにしま
した。
　青年就農給付金制度が2012年より始まり、
研修期間中や就農直後における所得確保の困難
性は軽減され、新規参入の円滑化が図られまし
た。ただ、新規参入者が抱える問題は幅広く、
残された課題は少なくありません。本書が新規
参入者の経営確立の促進と地域での支援方策の
拡充に寄与できれば幸いです。

［農林統計協会、2014年、204頁］
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